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｢可搬型ハンプ｣で実証実験・検証ができます

国土交通省では、生活道路の交通安全対策を支援するため、
可搬型ハンプの貸出しを行っています。

可搬型ハンプによる実証実験の状況

佐賀県佐賀市北川副地区

■ハンプの設置効果の検証
例）ハンプ設置箇所では30km/h以上で

走行する車両の割合が9％減少

岐阜県大垣市（H28.3）

実験中 本格導入

出典：佐賀市資料

(参考)生活道路の速度別の致死率
車両速度30km/h以下の事故の致死率は4分の1

出典：ITARDA：平成28年データ

（佐賀市提供）

広島県福山市（H29.11） 福岡県久留米市※（H29.1）

※ハンプ体験会での活用

約55%

約46%

9%増加 9%減少

【設置例】
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「生活道路対策エリア」の取組みを支援します
国土交通省では、交通安全対策を推進しようとする区域「生活道路対策エリア」に

登録された区域への支援として可搬型ハンプの貸出しを行っています。

生活道路対策エリアの取組みの流れ

可搬型ハンプの利用手順

引渡し場所と設置地区間の運搬費及び設置・撤去費は、申請者の負担です。

〈関連情報はこちらへ〉

■生活道路の交通安全対策に関するポータルサイト http://www.mlit.go.jp/road/road/traffic/sesaku/anzen.html

【生活道路対策エリアの登録】※随時受付中
登録様式を作成し、国道事務所等（安推連事務局等）へ登録申請

地域協働の推進体制

・教育委員会
・学校 ・ＰＴＡ
・警察 ・道路管理者
・自治会代表者 等

Check ○対策効果の把握

Do ○対策実施

Plan ○点検、計画策定

PDCAサイクルの継続
的な取組を進めるため、
通学路の交通安全確
保の推進体制等を活
用し、地域協働の推進
体制を構築

[交通事故]
：交通事故発生地点

－凡 例－

小学校周辺道路で車の
速度が大きく危険

車の速度が大きく、
急ブレーキが
発生し、危険

小学校

ビッグデータの分析結果を提供し、
危険箇所を“見える化”

【取組の公表】
地域住民や道路利用者等の理解と協力を得るため、
各市町村のホームページや広報誌等を活用して情報発信

可搬型ハンプの設置

ビッグデータの分析結果提供

ビッグデータの分析結果提供

[ビッグデータの分析情報]

✕ ：急ブレーキ発生地点

：30km/h超過割合50%以上

Action ○対策の改善・充実

申請者（地方公共団体）

貸与申請

貸与通知（可・不可）
確認・設置準備

設備引渡し

地方整備局等

設備引取り

報告受理

受渡・設置

期間等の調整

実証実験

取り外し

結果報告
可搬型ハンプ設置の効果や意見など

ビッグデータの分析結果提供

事例として公表事例として公表


